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１．IFRSの最新スケジュール

ARTE Partners, all rights reserved,



ＩＦＲＳ導入スケジュール
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→金融庁は強制適用の時期に関する結論を
見送っている。2013/5/28 2:05日本経済新聞より

cf：自由民主党「中間提言」 金融・資本市場の魅力拡大「５年以内に世界一へ」

●英文開示や国際会計基準の利用の拡大

世界標準の情報を海外発信することによって、海外投資家に日本市場の実力を知ってもらう必要がある。今まで情報不足
により投資を控えていた海外投資家からの投資を呼び込むことにもつながる。そうした問題意識から、金融商品取引法に
おける英文開示制度や国際会計基準の利用の拡大について、更なる推進を図る。

●東証「グローバル 300 社」インデックスの創設
ROE、海外売上比率、海外投資家比率、独立社外取締役の投入、IFRS（国際会計基準）の導入など、経営の革新性等の
面で評価が高い「グローバル 300 社」のインデックスを創設する。



ＩＡＳＢワークプラン（ＩＡＳＢウェブサイト）
Work plan — projected targets as at 30 May 2013
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参考URL： http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Pages/IASB-Work-Plan.aspx



ＩＡＳＢワークプラン
２０１３年５月３０日現在（仮訳）
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プロジェクト名
公表予定日

2013 Q1 2013 Q2 2013 Q3 2013 Q4

IFRS第9号：金融商品（IAS第39号の置換え）

分類及び測定（限定的な修正） 再審議

減損
[コメント期限 2013年7月5日]

再審議

ヘッジ会計 IFRS目標

マクロヘッジ会計 DP目標

保険契約 ED目標

リース
[コメント期限 2013年9月13日]

再審議

料金規制事業

暫定IFRS
[コメント期限 2013年9月4日]

再審議

料金規制 DP目標

収益認識 IFRS目標

中小企業向け国際財務報告基準：包括的レビュー 2012-2014

参考URL： http://www.ifrs.org/Current-Projects/IASB-Projects/Pages/IASB-Work-Plan.aspx

【略称】 DP：ディスカッション・ペーパー ED：公開草案 IFRS 国際財務報告基準

主要なIFRSプロジェクト



２．ＩＦＲＳ任意適用要件の緩和
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IFRSを任意適用するための要件
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現在、IFRSを任意適用するには3要件を満たす必要あり

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）
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（ 国際的な事業活動を行っている場合に限る）を有していること



任意適用企業の状況
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数ある上場会社の中で任意適用企業は約20社のみ

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

有価証券報告書
提出企業数

4,061

上場企業数
3,550

外国に資本金20億円以

上の連結子会社を有す
る企業数

621

外国に資本金20億円以

上の連結子会社を有し
ない企業
数

2,929

非上場企業数
511

IFRS 適用企業数
約20 *1 *2

特
定
会
社

*1：詳細は後述
*2：適用予定公表企業を含む

適用企業数を増やす為に、「外国に資本金の額が 20 億円以上

の連結子会社をもつ」等の要件を削除したり、上場企業だけでな
く上場準備中の会社にも認める等の案が検討されている。



IFRS任意適用要件の緩和

ARTE Partners, all rights reserved,9

任意適用を増やすことが望ましいがデメリットもある

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

デメリット
メリット

我が国企業間の財務内容の比較
可能性が損なわれる

日本基準と IFRS との間で有利な方
を選択する企業が増加

⇔基準間の差異を開示することが関係府令において
求められている。

⇔①一時的に異なる基準を適用する企業が存在する
ことは許容せざるを得ない。

②企業会計原則には継続性の原則があり、合理的
な理由なく日本基準等へ変更することはでき
ない。

任意適用の意欲と能力がある企業
の IFRS 採用を後押しできる

上場時から IFRS の適用を希望する
IPO 企業の負担を軽減

国際的な同業他社との比較可能性
が高まる

→新規上場予定会社においても IFRS を任意適用しようと
するニーズが出てきている。

→海外連結子会社がなくても IFRS を任意適用したいと
いうニーズが出てきている。海外上場等の要件が厳しい。



３．ＩＦＲＳの適用方法
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IFRS適用のアプローチ

ARTE Partners, all rights reserved,11

日本はどのアプローチでIFRSを取り込んでいくべきか

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

方法 意味 採用国

アドプション *１ IFRSそのものを自国の会計基準として適用する方法 韓

エンドースメント 個々の基準に関して「自国で採用できるかどうか」を判断
したうえで採用する方法

EU 豪

コンバージェンス IFRSと重要な差異がないよう自国の会計基準を修正して
いく方法

中 印

コンドースメント コンバージェンス＋エンドースメント：IFRSと自国基準の差
異を解消した後、一定の期間にわたって自国基準にIFRS
を取り込んでいく方法

米

（カーブアウト）*１ IFRSの一部基準について適用除外すること

*１：一般的にカーブアウトしないアドプションをフルアドプション（全面適用）と呼ぶ。
*２：日本の任意適用の際のIFRS（指定国際会計基準）は、一部の基準を指定しないことも可能となっているが、現時点では、IASBが定めた

全ての基準が採用されている。 一部の基準を修正する手続は定められていない。



J-IFRSの検討

ARTE Partners, all rights reserved,12

議論に出てきた第４の基準J-IFRSとは

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

日本基準

米国基準IFRS

J-IFRS
→日本に適した部分の基準を取り
込み（エンドースメント）、なじまない
基準についてカーブアウトしたIFRS
別名：エンドースメントIFRS

日本のあるべきIFRS？？



IFRS適用のアプローチ

ARTE Partners, all rights reserved,13

日本はどのアプローチでIFRSを取り込んでいくべきか

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

方法 意味 採用国

アドプション *１ IFRSそのものを自国の会計基準として適用する方法 韓

エンドースメント 個々の基準に関して「自国で採用できるかどうか」を判断
したうえで採用する方法

EU、豪

コンバージェンス IFRSと重要な差異がないよう自国の会計基準を修正して
いく方法

中、印

コンドースメント コンバージェンス＋エンドースメント：IFRSと自国基準の差

異を解消した後、一定の期間にわたって自国基準にＩＦＲ
Ｓを取り込んでいく方法

米

（カーブアウト）*１ IFRSの一部基準について適用除外すること

*１：カーブアウトしないアドプションをフルアドプション（全面適用）と呼ぶ。
*２：日本の任意適用の際のIFRS（指定国際会計基準）は、一部の基準を指定しないことも可能となっているが、現時点では、IASBが定めた

全ての基準が採用されている。 一部の基準を修正する手続は定められていない。



J-IFRSについての議論
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出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）
TechTargetジャパン：最大で全上場企業のIFRS任意適用が可能に（平成25年5月28日）

以下の議論ではJ-IFRSへ反対が相次ぐ

エンドースメント
の是非

• メリット／デメリットを踏まえ議論する。

• メリット：日本のあるべきIFRSの明示や導入コストの削減につながる。

• デメリット：基準が並存するのは制度的に複雑でわかりにくい。財務諸表の比較可能性を
害するおそれあり。修正項目の数が多ければ多いほど、国際的には IFRS とは認められに
くくなる。

個別基準に

対する判断

• 公益及び投資者保護の観点から検討する。以下検討例

• 会計基準に係る考え方の相違 ex) ノンリサイクリングやのれんの非償却

• 実務上の困難さ（作成コストが便益に見合わない） ex) 非上場株式の公正価値測定

• 周辺制度との関連等 ex) 子会社、関連会社の報告日が異なる場合の取扱い

［反対の声］
ピュアIFRSの任意適用を可能にした上で、J-IFRSの任意適用を認めても実際のニーズはあまりない
のではないか。また、日本基準のIFRSへのコンバージェンスも停滞し、日本基準が非常にローカル
になる。斎藤静樹氏（東京大学名誉教授））



４．単体開示の簡素化
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簡素化要望の対象
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金融商品取引法対象会社の単体開示に簡素化の要望

連結 個別

金
融
商
品

取
引
法

対
象

投資者

主たる財務諸表 従たる財務諸表

目
的

投資判断を行うため
の情報提供

会
社
法

対
象

株主及び債権者

大会社かつ金商法対象会社
のみ義務付け

全ての会社が対象

目
的

・情報提供
・分配可能額の算定

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

※単体開示のみ（連結財務諸表を作成していない会社）の会社については、連結財務諸表の作成負担がなく、単体の簡素化に伴い代替する
連結財務諸表の情報もないため、仮にこういった会社に対してまで簡素化を行うとした場合には、連結財務諸表を作成している会社との
間で情報量の格差が生じてしまうおそれがあることから、簡素化について見直しを行わない方向で議論が進められている。



金商法と会社法の開示差異

ARTE Partners, all rights reserved,17

開示情報量に差はあるが、金商法は負担も大きい

注記*1 明細書類*1 非財務情報*1

量 製造原価 有価証券
有形固定

資産
引当金 明文規定

金
商
法

充実 明文規定あり 統一様式あり
主な資産・負債の内容

等の記載が求められ
る。

会
社
法

最低限
明文規定なし

統一様式なし

明文規定なし
附属明細書
として記載

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

*1：注記、附属明細表・その他明細書類における記載事項に関しては、一般的に、IFRSの連結では日本基準の連結よりも開示量が多いと考えられる。



単体開示について議論された内容
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単体開示の廃止・抜本的簡素化が必要！

出典：企業会計審議会総会・企画調整部会合同会議 議事次第 配付資料（平成25年5月28日）

明らかに IFRS が過大な負荷。日本基準を
適用している企業であっても開示負担は大
きい。見直す時期に来ている。

経団連モデルを前提に会社法の要求水準
に統一する、または廃止すること等が検討。

但し、単体開示のみの会社について、規制
業種の取扱い等に配慮しながら今後議論し
ていく必要がある。



５．IFRS早期適用会社
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IFRS早期適用会社

ARTE Partners, all rights reserved,20

現在IFRSを早期適用している会社は13社

会社名 適用開始時期 会社名 適用開始時期

日本電波工業 2010年3月期 ＳＢＩホールディングス 2013年3月期

HOYA 2011年3月期 マネックスグループ 2013年3月期

住友商事 2012年3月期 トーセイ 2013年11月期 Q1

日本板硝子 2012年3月期 中外製薬 2013年12月期 Q1

日本たばこ産業 2012年3月期 楽天 2013年12月期 Q1

ディー・エヌ・エー 2013年3月期 ネクソン 2013年12月期 Q1

アンリツ 2013年3月期

出典：東京証券取引所：IFRS早期適用・早期適用予定会社一覧（平成25年5月現在）



IFRS早期適用予定会社

ARTE Partners, all rights reserved,21

今後IFRSを早期適用することを予定している会社は８社

会社名 適用開始予定 適用理由

双日 2013年3月期
グローバルな事業展開を踏まえた比較可能性・利便性の向上とグルー
プ内の会計処理の統一のため。

旭硝子 2013年12月期
グローバルな事業展開を踏まえた比較可能性・利便性の向上とグルー
プ内の会計処理の統一による意思決定の効率化のため。

ソフトバンク 2014年3月期 Q1 Sprint Nextel Corporation の買収により海外における事業展開を本格
化を予定しており、比較可能性を図るため。

丸紅 2014年3月期 Q1 グループ内の会計処理の統一により、決算業務の効率化や迅速な経
営判断を図るため。

アステラス製薬 2014年3月期
グローバルな事業展開および株主構成のうち外国人投資家の割合の
上昇を踏まえた比較可能性・利便性の向上のため。

武田薬品工業 2014年3月期
グローバルな事業展開を踏まえた比較可能性・利便性の向上、資金調
達の選択肢拡大とグループ内の会計処理の統一のため。

アステラス製薬 2014年3月期
グローバルな事業展開および株主構成のうち外国人投資家の割合の
上昇を踏まえた比較可能性・利便性の向上のため。

小野薬品工業 2014年3月期
グローバルな事業展開および株主構成のうち外国人投資家の割合の
上昇を踏まえた比較可能性・利便性の向上のため。

出典：東京証券取引所：IFRS早期適用・早期適用予定会社一覧（平成25年5月現在）

小野薬品工業株式会社：国際会計基準（IFRS）の任意適用に関するお知らせ（平成25年5月13日）
ダイヤモンド オンライン：IFRS最前線 第5回（平成22年1月21日）

※その他、現時点での会社からの正式発表はないが、本田技研工業や八千代工業、セイコーエプソン、電通などが、2015年3月期をめどに
適用を予定している（2012/8/17 2:00および2012/8/31 2:00の日本経済新聞、電通平成 25 年3月26日リリースより）



６．IFRS適用事例にみる差異分析
①楽天

ARTE Partners, all rights reserved,



【事例①楽天Ｐ/Ｌ】

収益の純額表示により売上総額が減少。のれんの償却が不要
となるため利益は増加する。

ARTE Partners, all rights reserved,23

「楽天：IFRS導入に関する事前説明会資料」



【事例①楽天Ｐ/Ｌ】

収益の純額表示が必要かどうかは、代理人としての取引かど
うか、つまりリスクを負担するかどうかがポイント

ARTE Partners, all rights reserved,24

「楽天：IFRS導入に関する事前説明会資料」



【事例①楽天Ｐ/Ｌ】
本人か代理人かの検討
（収益認識 再公開草案 第B16項～第B19項）

ARTE Partners, all rights reserved,25

 本人か代理人かの検討

 他の当事者が企業の顧客への財又はサービスの提供に関与している場合
には，企業が本人であるのか，代理人であるのかを判断しなければならない。

 企業が代理人であり収益を純額で認識しなければならない場合の指標

当該他の当事者が，契約履行の主たる責任を有している。

企業が，顧客の注文の前後，出荷中又は返品時のいずれにおいても，在庫
リスクを有していない。

当該他の当事者の財又はサービスの価格の設定において企業に自由がなく，
そのため，企業が当該財又はサービスから受け取ることのできる便益が制
限されている。

企業の対価が，手数料の形式によるものである。

当該他の当事者の財又はサービスと交換に受け取る金額について，顧客の
信用リスクが企業にない。



【事例①楽天Ｐ/Ｌ】

カスタマー・ロイヤリティ・プログラム
（収益認識 再公開草案 設例24）

ARTE Partners, all rights reserved,26

・企業は，CU10ごとの購入に対して１カスタマー・ロイヤリティ・ポイントで顧客に報いるカスタマー・ロ
イヤリティ・プログラムを有している。
・1ポイントは，任意の将来の購入のCU1の割引に利用可能。

報告期間 製品販売額
ポイント
付与数

予想ポイント回収数
実際ポイント回収数

当期回収数 累計回収数

第１期
CU100,000

(独立販売価格
CU100,000)

10,000
9,500

(独立販売価格
CU9,500)

4,500 4,500

第２期 － － 9,700 4,000 8,500

第３期 － － ※ 9,700 1,200 9,700

報告期間 製品の収益認識額 ポイントの収益認識額 収益計上額合計

第１期 CU91,324 CU8,676×4,500÷9,500＝CU4,110 CU95,434

CU100,000第２期 － (CU8,676×8,500÷9,700)－CU4,110＝CU3,493 CU3,493

第３期 － CU8,676－(CU4,110+CU3,493)＝CU1,073 CU1,073

履行義務の種類 取引価格の計算式 取引価格

製 品 CU100,000×CU100,000÷CU109,500 CU91,324
CU100,000

ポイント CU100,000×CU9,500÷CU109,500 CU8,676

※ さらに追加の回収
はないものと予想。



【事例①楽天Ｂ/Ｓ】

のれんの処理方法の違いや、証券業特有のグロスアップ処理
で総資産が大きく変動する

ARTE Partners, all rights reserved,27

「楽天：IFRS導入に関する事前説明会資料」



【事例①楽天Ｂ/Ｓ】
のれんの処理はJ-GAAPとIFRSの相違点で大きなポイント

ARTE Partners, all rights reserved,28

「楽天：IFRS導入に関する事前説明会資料」



【事例①楽天Ｂ/Ｓ】
証券業特有の処理であるが、Ｂ/Ｓにおいても両建表示が必要
になるケースがある

ARTE Partners, all rights reserved,29

「楽天：IFRS導入に関する事前説明会資料」



【事例①楽天】参考ＵＲＬ

ARTE Partners, all rights reserved,30

楽天の事例は、以下のリンク先資料をご参照下さい。

http://corp.rakuten.co.jp/investors/documents/results/

「ＩＦＲＳ導入に関する事前説明会（第一回目）資料」
（2013年4月1日）
「ＩＦＲＳ導入に関する事前説明会（第二回目）資料」
（2013年4月9日）



７．IFRS適用事例にみる差異分析
①日本板硝子

ARTE Partners, all rights reserved,



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌその１】

ARTE Partners, all rights reserved,32

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌその２】

ARTE Partners, all rights reserved,33

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子 包括利益計算書】

ARTE Partners, all rights reserved,34

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子B/S】その１

ARTE Partners, all rights reserved,35

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子B/S】その2

ARTE Partners, all rights reserved,36

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子B/S】その3

ARTE Partners, all rights reserved,37

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子C/F】その１

ARTE Partners, all rights reserved,38

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子C/F】その2

ARTE Partners, all rights reserved,39

資料：日本板硝子HP



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌ】
楽天同様にのれん等の償却費負担が減少しIFRSベースの利益
が増加する

ARTE Partners, all rights reserved,40

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌ（償却前営業利益）】

退職給付の数理差異の費用処理方法の違いや表示の組替が大
きく影響している

ARTE Partners, all rights reserved,41

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌ（償却費）】
のれんの償却が不要となることで大きく減少する

ARTE Partners, all rights reserved,42

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌ（営業外損益）】

優先株式は負債として処理されるため配当も営業外費用とし
て認識される

ARTE Partners, all rights reserved,43

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌ（特別損益）】
IFRSでは特別損益の区分がないため発生しない

ARTE Partners, all rights reserved,44

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子Ｐ/Ｌ（税金費用）】

退職給付数理差異の会計処理の違いによる法人税等調整額の
変動が大きい

ARTE Partners, all rights reserved,45

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子B/S（非流動資産）】

のれん以外にも、開発費の資産計上や持分法の適用範囲の相
違により非流動資産が増加

ARTE Partners, all rights reserved,46

*1

*1

*2
*3

*2*3

*4
*5

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子B/S（非流動資産）】
繰延税金資産は全て非流動項目として扱われる

ARTE Partners, all rights reserved,47

*4 *5

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子B/S（流動資産）】

手形売却の要件が異なることで両建計上が必要。また、金利
スワップの公正価値での認識も必要

ARTE Partners, all rights reserved,48

*1

*1

*2

*2

*3

*3

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子B/S（非流動負債）】
優先株式は負債として扱われる

ARTE Partners, all rights reserved,49

*2

*2

*1

*1

*3
*4

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子B/S（非流動負債）】

退職給付引当金の未認識項目が負債として認識される。修繕
引当金は負債として認められないため計上できない

ARTE Partners, all rights reserved,50

*3

*4

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子B/S（流動負債）】
有給休暇引当金の計上や手形売却の両建計上が大きな差異

ARTE Partners, all rights reserved,51

*3

*3

*2

*1

*1

*2

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子B/S（資本）】

優先株式、転換社債、為替換算調整勘定の処理方法の違いで
資本項目も大きく変動する

ARTE Partners, all rights reserved,52

「日本板硝子：国際会計基準（IFRS)の2011年4月1日からの適用について」



【事例②日本板硝子】参考ＵＲＬ

ARTE Partners, all rights reserved,53

日本板硝子の事例は、以下のリンク先資料をご参照下さい。
http://www.nsg.co.jp/ja-jp/investors/ir-library/ir-presentations

「国際会計基準（ＩＦＲＳ）の2011年4月1日からの適用について」
（2011年2月25日）


